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本 稿 は 国 際 連 合 経 済 社 会 理 事 会 に よ つ て 任 命 き れ た 下 記5名 よ りな る 一 委 員
会 が 提 出 し た次 の 報 告 書 の部 分 的 紹 介 で あ る。
GommodityTradeandEconornicDevelopment,Uni七edNations,
Departmen七〇fEconomieAffairs,NewYork,1953,102pp.
委 員 は 次 の5名 で あ る。 ・
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Affairs,WoodrowWilsonSchool,PrincetonUniversiもy;
FranciscoGarciaOlano,Diree七〇rdelCen七rodeInves七i.
gacionesdelaEscuelaSuperiordeEconomia,BuenosAires.
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本 報 告 書 の 内 容 は 次 の 如 く3部9章 よ り成 つ て い る 。
PartI,TheProblθms
Chapter1.Tormsofreference.
Chap七er2.Fac七ualbackground・
Chapter3.Mainproblems.
Par七]に1.The1>[easures
Chapter4.
Chap七er5.
Chapter6.
Chap七er7.
Chapter8.
Reviewofpas七proposals.
Interna七ionalcommodi七ystabiliza七ionschemes..
Commodityreservecurrencyschemes.
Compensatoryschemes.
Nationalmeasures.
Pa』じtI】=£●COI瓢clusions
Chapter9・ 班ainconGlusionsandroco耳 】menda七ions・
尚 、 付 録 と し て 次 の もの が 添 え られ て い る 。
A・Impor七antprimaryGommodities:productiona尊dtrade,1950,
商 品 貿 易 と 経 済 発 展(木 曽)・-71-
】B・Mlaithematicalno七eto.paragraph187,byJ.Goudriaan・
C.Concurringno七eoncommodi七yreservecnrrencyschemes,
byJ.Goudriaan.
D.AMutualInsuranceScheme,byF.G.Olano.
本稿に於ては紙幅の都合上、
を得たいと思 う。.
第1部 の紹介に止めることとし、 他は更に機会
一 問 題 の 提 起
1952年12月21日 の 国 際 連 合 総 ・会に 於 て 採 択 き れ た 次 の よ う な 議 決 の ・
Paragaph1の(a)及 び(b)、 拉 び にParagraphs2及 び3に 含 ま れ る勧 告
内 容 に 一 致 す る 方 策 を1953年 申 に 作 製 す る よ う委 員 会 に 付 託 さ れ た の で あ る 。
そ の 該 当 決 議 は 次 の よ うな もの で あ つ た 。
``TheGoneralASsembly....
1.Recommends七 〇 皿emberSta七es七ha七:
(a)Whenevergovernmentsadop七measuresaffec七ing七he
pricesofprimarycommodi七iesen七〇ringinternationa1七rade,they
shoulddulyconsidertheeffec七〇fsuchmeasureson七hetermsof
七radqofcountriesintheprocessofdevelopment,inordert(》
ensure七ha七 七hepricesofprimaryGommoditiesarekep七inan
adequa七e,jus七andequitablerela七ionto七hepricesofcapi七algoods・
ando七hermanufacturedar七iclessoas七 〇permitthemore'
sa七isfac七〇ryforma七ionofdomes七icsavingsin七hecountriesin七he
processofdovelopmen七and七〇facilitate七he・estal)lishmentoffair,
wagele▽elsfor七heworkingpopula七ionsofthesecountrieswith
aviewtoreducingtheexis七ingdisparitylbetween七heirstandards
ofIivingand七hosein七hehighlyindus七rializedcountries;
(b)Withoutprejudieetotherecommendationeontainedin
subparagraph(a)above,七heirgovernmentssh㎝ldgiveserious
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considera七ion七 〇allotheraspec七sof七heproblemofundue
fluc七ua七ionsinthe七ermsof七rade・ … ・・
2.Recommends七ha七governmen七sco.operateines七abIishing
muユ七ila七eralaswe11asbi1葛teralin.七erna七ionalagreemen七sor
arrangemen七srelating七 〇individualprimarycommmodi七iesas
wellastogroupsofpri皿arycommodi七iesandmanufac七ured
.goods,forthepurposeof:
(a)Ensuring七hes七abili七yof七hepricesof七hesaid
commodi七iesinkeepingwi七hanadequate,jus七andequi七able
rela七ionship1)e七ween七hesepricesand七hoseofρapi七algoodsand
eO七hermanufac七uredarticles;
(b)Safeguarding七hecon七inui七yoftheeconomicandsocial
progressofa皿coun七ries,七hoseI》roducingaswellas七hose
COnSUmingrawma七erialS;
3.Recommends七hat七hecountriesin.七heprocessofレ
developmen七shouldadoptandgiveeffec七七〇na七ionalprogrames
of蒸ntegra七edeconomicdevelopmen七conducive七 〇thera七iona1
・utiliza七ionof七heproceedsof七heirprimaryac七ivities,七he
absorp七ionof七heirsurplusac七ivepopula七ionand七he
irqprovemen七〇f七heirs七alldardsofliving・一 ・,'
こ れ を要 約 す れ ば
1.(の 加 盟 国 政 府 は 国 際 貿 易 商 品 と し て の 原 料 品 価 格 政 策 に 当 つ て は 発 展
段 階 に あ る諸 国 の 交 易 条 件 に及 ぼ す 影 響 を充 分 考 慮 す べ き こ と。 そ の 理 由 は 後
進 国 の 資 本 蓄 積 増 進 と 高 度 工 業 化 国 と後 進 国 と の 生 活 水 準 の 開 きを 縮 め る た め
の 後 進 国 の労 働 者 の 公 正 な 賃 金 水 準 確 立 を 促 進 させ る よ うに 生 産 財 及 び 他 の 製
造 品 の価 格 に対 し てadequate,Justandequi七ableな原 料 品 価 格 を維 持 させ
ること。
(b)加盟国政府は交易条件の過度の変化に関する問題の其他あらゆる部
面 に深い考慮を払 うべ きこと。
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:2.加盟国政府は次の目的のtcめに、原料品及び製造品の集 群乃至は個別的
原料品に関する双務及び多角的協定、取極め設定に協力すべ きこと。
(a)上記商品の価格と生産財及び他の製造品 の価格との間にadequate,
justandequitableな関係を保持する上に於て、原料品、製造品価格の安定
を確保す るため
(bう原料品消費国であると生産国であると を問わず総ての国の経済的、
社会的進歩の継続を保護するため
3.発 展段階にある国 々は、その主要活動の結果の合理的利用、 余剰活動人辱 蓬
口 の吸収及び生活水準改善に資する統一経済発展の国家的計画を採択して実施
すべ きこと。
委 員 会 に 於 て と り上 げ ら れ た 本 勧 告 中 の 術 語 概 念 の 重 要 な も の は 、
唱"s七ability"及び fair
,""jus七"and"equi七able"pricesとい う二 つ で あ つ
た が 、 こ のS七abili七y(安定 、 と い う概 念 は 、 激 しい 短 期 的 変 動 」(violen七
の
・shor七一runfluctuations)を受 け な い と い う意 味 に 限 定 し 、 ま たfair,jus七
randequi七ablepricesandI)ricerela七ionships壱ま``reasona,blystable,,
pricesandpricerelationshipsの意 味 と 解 し、 更 に こ れ を 次 の よ うに 説 明
、し て い る の で あ る 。
c;……apricecanbeGalled``fair,,,``jus七,,and``equi七al)le,,as
wellas``reasonable',asIongasi七doesno七performex七reme
upwardanddownwardgyra七iollswhichareeausedbyabnormal
and七ransien七eondi七ionsorservenousefulecono導icP・urpose.
Barringsuchextremes,variationsaroundthelong-runcollrseof
prices,requiredforeffec七ingthemos七effiGien七alloea七ionof
productiveresourcesinachangingworld,arenei七her,"unfair,,
nor``unreasonable,,.
而 し て 、 上 記 の 意 味 に 於 け る 長 期 的 価 格 変 動 は 、 独 占 的 乃 至 非 独 占 的 手 段 、
政 府 の 交 渉 乃 至 は 抑 圧 に よ つ て ゆ が め られ な い 限 りは 長 期 的 市 場 価 格 に よ つ て
「適 正 に 」(reasonably)大 体 正 し く求 め られ る と の 見 解 を と つ て い る 。
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か くして、以上の術語定義の上に立つて、 委員会は与 えられた問題への接近
を次の如 く企てよ うとしている。
(a)経済後進国の経済発展に対す る能力はその受取る原料品価格拉びに
これ ら価格 と外国で購入する製造品及び役務の価格 との関係の影響を受けるも
のである。
(b)これ らの価格及び価格関係のよ り大なる安定はこれ ら後進国の健実
な経済発展を促進す る。而して、就申、 これ らの国の輸出品1単 位に対す る実
質的輸入能力の推算能力を改善す る。
(C)これ らの国の 「適正な」輸出価格 と交易条件は結局に於ては、生産.
資源を国内に於て使用す るよ りはよ り高い収益を輸出部門に於て収めきせ るこ
とは明 らかに確かである。
(d)後進国の対外交渉力は一般に富裕な工業国に比 して劣 るとい うこと
は一応尤 もな仮設として も、 この相違が何等か重要性を持つのは価格が政府勝
の交渉によつて影響を受ける範囲内に止 るものである。
最後に、委員会は次の点に特に注意を喚起 している。 即ち、現在又は将来に
於て、"fair"or"rea80nable"pricesの定義に関して如何なる協定が行われ
て も、その内容を決定す るものは当該国政府であるか ら、 政府はその価格制度
を用いる主 目的を資源のよ りよい配分奨励のためか 或は所得 のよ りよい配分達
成のためか、 乃至は両者を同時に狙 うのであるかを決定 しなければな らない。
委員会 としては、 一般的には価格はその生産資源配分の職能 を果すために自由,
にすべ きであり、"unfairness"(不公正)は 直接的所得移動によつて償 うこと
が好ましいとしている。
二 事 実 的 背 景
本委員会め任命 とその取扱 うべ き問題の重要性の背景となる諸事実は次のよ
うな ものである。
(a)国際貿易の対象となる多数の原料 品 の価 格は多年に亘 り、また依然 と
して激 しい短期的変動の支配を受けてきている。
(b)原料品生産よりの貨幣所得は、個 々の生 産者の所得 として考 えて も乃
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至は生産国の外国為替所得 として考えて も、 全体的にははるかに変動 し易い。
cc)国際貿易上の製造品(生 産財を含み)の 佃 格 もまた個別的にはかな り
変動性を示 してはいるが、 一集群として考えるときには原料品に比 してよ り安
定性を有する。然 し製造品の価格変動の大 きさ、 方向及び時間的調節は原料晶
生産者の実質所得上及び輸出所得を以て製造品 を購入す る原料生産物の実質能
力上に於てかな りの変動 を依然として残 している。
(d)前項か らして一応考 えられることは、製 造品 生産国にはその輸出所得
を以て原料品を購入す る実質能力上に於てかな りの短期的変動があつたとい う
ことである。 然 し、 この変動は原料品生産国の場合は特に深刻となる傾向があ
る、 その理由は或国々は一種乃至数種の生産品へ高度に特殊化 していること、
或国々ば外国貿易の国民所得に対す る依存度が高い こと、 更に原料品生産国内
に於けるインフレ(或 はデフレ)的圧力は、 外国貿易か らもた らされる圧力と
同時的に発生す る傾向があるが、 他方、工業国に於てはその時を異にす るか ら
である。
(e)後進国の資本増大は輸出所得に著しく依存する もので あ り、この所得
のかな りの部分は不可欠な消費財購入の資金に充て られなければならない。 従
つて貿易の変動は生産財の輸入資金に充てるための余剰部分にきびしい影響を
もたらす こととなる。
(f)短 期的変動に加 えるに、 時としては製造品価格の原料品価格に対する
関係に於てかな り永続的な変動が見 られることがある。尤 もこの永続的変動の
推定は困難な ことであり、更 に研究を侯たなければその結果は把 え難い。将来
如何なることが発生す るかについては断定的な証拠は存 しない よ うに思 われ
る。
(9)我々は通常の慣行に従つて 「原 料品 生産国」とか 「製造品生産国」と
かい う表現を用いてはいるが、 あらゆる国々は原料品 と製造品 とを生産してい
るし、多くの国々は両者を相当に輸出してい るのであり、 また両者の輸入を相
当行つているとい う事実は注 目に値する。 従つて国家的利益 とい うことは先進
製造品生産国と後進原料品生産国 とい う単純な分類によつては説 明し得ない も
めである。 例えば合衆国の如 き国々にあつては、或種の原料品については高い
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価格 を、また或種 の ものについて は低 い価格 を望んでい る。 更 に英国について
言 えば、原料品 の輸 出は極めて少いために、 原料品価格が低 い ことに直接的関
心 を有 し、その主 要輸 出市場及 び ス ター リング地域 につなが る市場を形成 す る
国 々の安定 した高い所得に関心 を有す るのは当然で ある。
以上の背景的事実 を例証す るために、 困難 な統計上の問題 はあるが、 これを
統 計的に観察 してみ よ う。
(1)短 期的債格激墾
国際連合 の研 究 に な る"lns七abilityinExpor七MarketsofUnder-
DevelopedCountries,1952"に於 ては合衆国 の原料品輸入価 格の変動 の分析
を試みて いる。 この分析は1922年か ら1949年の28力年 に亘つて、 比較可能 な範
囲 に於 ての多数 の輸入原料品 とそ の生産国についてそ の輸入単位価 格の 毎年 の
平 均比較 を行つた ものであ るが、 その結果 によれば218品目の平 均中 に於て次
のよ うな事実が示 されてい る。
10%以 下 の変動品18品 目
10～19.9%〃 〃143品 目
20～29.9%〃 〃 ・50品 目
30%以 上 〃7品 目
これ らの数字か ら観察す ると、 平均的 には大 多数の品 目は年 間10%乃至20%
の価 格の上下変動が一応期待 され ることとなろ う。 然 るに合衆国の この期 間に
於 け戸消費者価格指数 の変動 は僅かに4%に 過 ぎなかつたので ある。 更に各年
度 内について見 ると、 原料品 輸入価格 の変動 は一層激 しい ことが明瞭 に うかが
われ る。 い ま11品目を選び出 して これ を見 ると1901年か ら1950年迄 の半世紀 間
に於ては年平均27%の変動が あ り、 他 の15品目について1920年か ら1939年に亘
るものを見れば年平均32%の変動が示 されてい る。 終 りに、特 定商品 の 日々の
価 格変動 を一瞥 す ると、 更 に激 しい変動が 見 られ る。か くして、 ロン ドン市場
のゴム価 格は1950年に於て4倍 にな り、 羊毛価格 は3倍 とな り1年 半後に元 の
価 格に復 したので あつた。
(2)貨 幣所得上の激墾
前記の研究 は更 に合衆国 との貿易 の 貨幣所得 の変動分析 を も行ってい るが、
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この変動は大体に於て価格変動に比 して大であることが見 られ、40%が典型的
な年次変動 として示 されている。 これは輸出量の増大が価格変動に対抗 し得な
かつたことを物語 るものである。 この事実か らして、国際的に重要性を持つ通
貨の所得変動による影響の激 しさと打撃が容易に観取出来 るで あろ う。18種の
主要輸出品の1901年か ら1950年に亘 る輸出所得の年平均の変動は23%と推算さ
れてい る。価格変動について もまた、 朝鮮事変及 び其後にあつては最 も著 しい
例が見 られ るので あるが、 この事変前に於てす らかなりの変動が現われていた
のである。
次に示す ものは1948年を100とす る輸出価格指数の比較で あつて 上記の事実
をよく物語つている。
オース トラ リヤ産 アルゼンチン産年度
羊 毛 小 麦
1948
1949
1950
1951
100
156
211
426
(3)費 質所得上の墾動
100
61
55
73
マ レ ー産
ゴ ム
100
83
捌
453
世界の多量の原料品 は国際貿易上に於て 他の原料品と交換せ られてい るが、
原料品が製造品 と交換せ られ る限 りに於ては、 貨幣所得の激 しい変動は交換的
に得 られる製造品の量にも反映す る傾向を持つ ものである。 それは製造品の価
格は全体的に見て原料品よりはるかに安定してい ることに基 く。 か くして両大
戦間に於ける合衆国の完成品の年平均単位価格の変動は6.4%に過 ぎず、これは
主要原料品を一括 しての平均変動の半ばに達しなかつた。 吏に、 この両品 目の
価格変動は正確に同時的には発生 していない。
然 し、 製造品を一集群 と考えるときには誤つた印象を受ける惧れがなしとし
ない。経済的に発展 した国々にあつては、消費財(特 に銘柄品)の 製造業者は
価格安定政策をとることが屡々見 られ るが、 半製品はよ り少い程度にせよその
原料品の価格変動に追従す る傾向が見 られる♂ 生産財は一特に重工業用品はそ
の設備が延期 されることもあるが一 頗 る大幅な需要変動に支配 され、か くし
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て 深刻な価格の不安定を示す こともあろ う。 近年に於ては注文残高が これ らの
価 格変動を一応平均化させていたのであるが、 この価格不安定が将来再現 しな
い と考 えられる根拠は見出されない。
価格変動のこの不同性は国際連合の研究"RelativePricesofPrimary
ProductsandManufacturesinIn七ernationalTrade,1953"の中に例示
されてい る。 これによれば、合衆国の輸出品に於ては、 銅製品の単位価格は19
48年と1949年第4●4半期 との間に17%低落し、1952年初め迄には殆ど2倍 とな
つた。衣服は1948年と1949年との間に17%低落し、 客車は15%高騰を示 した。
更にイン ドの輸入品につて見 ると、苛性 ソーダの単位価格は1948-49年と1949
--ne年度に於て40%低落し、 ブリキ鍼は1951-52年度には2年 前に比 して70%
の高騰を示 したのであつて、 特定国については製造品はこのよ うに激しい価格
変動の例を多く見出し得 るので ある。
か くして、実質価格の変動は慎重な分析を必要 とす ることとなる。 原料品生
産者所得の購買力を考えるに当つては、 生活費はインフレーシヨンの激しい時
は別 として、 輸入価格の変動には部分的か或は鈍い反応を示すに過ぎないとい
うことを銘記すべ きである。 貨幣所得上の変動は更に実質所得 の変動をもた ら
し、 これは場合によ り一層激 しいことす らあろ う。一国の輸入品に対す る外国
為替所得について考えるときは、 輸入製造品はその型及び生産地が屡々種々異
るとい う事実がそれ らの価格の変動 を或程度平均化す るとい うこと、 またその
国 の実質購買力はか くして その貨幣所得に応じて主 として変動す るとい うこと
を知 らなければな らない。 然し、開発計画資金 として用いる外国為替所得の余
剰額については二重の変動が注意されるべ きで あろ う。 即ち、 この余剰額は輸
出所得 と不可欠消費財の輸入額との差額であり、 これ らの何れよりも普通変動
性の多い ものである。 またこの余剰額は少数の主要な開発計画に集中的に使用
されるで あろ う、例 えば交通運輸設備、電気機械設備の如 き然 りで、 しか もこ
れ らの価格はその国の輸出品価格 とは異 る実質的な変動を受けることがあ り得
る。 この点にこそ後進国が原料品のみな らず主要製造品の世界価格安定とい う
問題に関心をよせ る根拠が存するとい うべ きであろ う。
(4)原 料晶生産國の便格攣動とその影響
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一国が 多 くの異 る種類 の商品 の価格変動 の平均化 を はか り得ない場合 にあつ
て は、 特定 の輸出品か らの所得 の変動 はよ り深刻 とな る。周知 の如 く、原料品
生 産国の多数 は一種 乃至 は 数種 の商品 の輸出に特殊化 して いる悩 みを味わ され
てい る。 例 えばキユ ーバの砂糖、マ レーの錫 とゴム、ヴエネズエ ラの石油 、北
n一 デ シヤの銅 の如 き然 りで あ る。 国際通貨基金が刊行 した"lnterna七ional
FinancialS七fttigtics"中に報告 されてい る56力国の貿易 について見 ると、19
52年に於 ては7力 国は同年 の輸 出総額中、 わずか2品 目で90%以上 を占めてお
り、32力国が2品 目で50%以上に達 してい る実状で あつた。
この高度な特殊化 は屡々経済規模 が小 さい ことによるもので あ り、 外国貿易
へ の依存度が高 くな ることとな るため、 輸 出所得 の変動はその国内経済に打撃
的 影響 す ら与 える。 いま 最 近 年 の統計に よつ て、外国貿易(輸 出額+輸 入額)
の 利 用 資 源(国 内 総 生 産 額+輸 入 額'流 通 との比率 を示す と次 の如 くで あ
る。
南 ロ ー デ シ ヤ
ベ ル ギ ー領 マ ン ゴ ー
セ イ ロ ン 島
ビル マ
ド ミニ カ共 和 国
ペ ノレー
エ ジ プ ト
?
?
?
?
?
?
?
?
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?
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?
?
統計の入手不能の国々の中には更に高い比率を示す もの も見出きれよ うが、
これに対 して合衆国は7%、 英国は33%、ベルギーは41%を示 している。
他方、 原料品生産国が価格不安定によつて受ける深刻な諸困難には重要な技
術的理由が存在する。 即ち、経済的に発展 した製造国は不況時に於てはよ り有
利な国際収支状態 とな り、好況時にはよ り不利となる傾向があるが、 原料品生
、
産国はこれと反対の型をとるのである。か くして製造国にとつては、対 内外の
問題は交互に発生す るが、 原料品生産国に於ては両者は同時に発生することと
な る。 この事実は商品貿易額 の変化 を表わす次の数字によつて如実に物語 られ
て いる。
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(単位)100万 米 ドル
発 展 製 造 後 進 原 料 品
業 国(a)生 産 国(b)
1929(好況)-1932(不 況)+2,232-164
1937-1938十1,117-685
玉951(1949年と比 較)十2,702-3,126
1951(1952年と比 較)十1,911-3,224
(註)(a)カ ナダ、合衆 国及 び西 ヨー ロツパ。
(b)ラテン・アメリカ(アルゼンチンを除く)、
アフリカ及びアジア(日本を除く)。
(5)輸 出所得攣動と開狡資金調蓬
時 として、先進国の間には彼等が資本供与の立場にあるため、 後進地域の新
開発資金調達の主要源泉として彼等が 自ら任ずるかの印象を抱 くことが見受け
られる。これは過去に於てはそ うであつたか もしれないし、 まだ将来とても益
々そ うであることが望ましい。 然 し戦後についてはこれは妥当 しない。いま、
"rnstabili七yinExportMarketsofUnder-Develop dCountries"中に示
す所によれば、 戦後にあつては長期資本移動は国内へ流入の場合には、輸出総
所得に比して常に少 く、 大抵は負債役務に対す る トランス フアーによつて相殺
されているので ある。 後進国から国内保有資金がより安全且つ有利な地帯を求
めて移動している証跡があ り、 これを防止す る方策 も充分な効果を発揮す るに
至つていない。
資本移動はか くの如 く少 くとも開発資金の調達にとつては 一つの不確定な源
泉 とみなすべ きものである。 輸出所得の相当部分は不可欠消費財の輸入資金に
充て られるものであるか ら、 輸出所得の リザーヴとしてと られ る部分 は所謂
「不可欠」の意味によつて変動する。即ち、これは消費需要が抑制 される程度
によつて決定 されるものであるが、 後進国に於て も好況時には非不可欠品及び
奢修品の輸入を防止す ることは困難である。 二つの重要な後進国の貿易を調査
した所によれば、1948年(朝鮮事変前の代表的な年次として選んだ)に はその
申の一国の輸入総額の55%、他の一国の輸入総額の70%は明らかに不可欠な消
費財であつた。10%及び20%は非不可欠品又は分類不分明の もので、 他方、生
●
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産財 は各 々35%と12%を占めていた。
以上の数字 はかな り典型的 な もの と考 え られ るので あるが、 後進国の輸出所
得 の60%が不 可欠消費財の輸入資金に充 て られ ると仮定すれば、 残 りの申の20
%が 生産財 を含 めての他 の輸入品 の支払に向け られ ることとなろ う。 か く考 え
るとき、 よ り貧 しい後進国に あつてはその貿易収 支が不安定な場合には、各種
の輸入 を含 めて且つ継続的 な開発計画を立て ることは不 可能 となる。
(6)交 易條件 の長期的攣動
この問題 については国際連合の二つの研究"Rela七ivePricesofExports
andImportsofUnder-DevelopedCountries,1949"及び``Relative
PricesofPrimaryProductssndManufac七uresin1n七ernational
Trade,1953"が関連 を持つてい る。 この 両 研 究 はその資料 を合衆国及 び英国
に求 めて いるので あ るが、 これ らが刊行せ られた当時次 の所論 について深 い関
心 を喚起 した。即 ち、第2次 世界大戦 の直前 に於ては、 一定量 の原料品 輸出は
1870年代 に購入 し得 た 製造品 の輸入代金 の平均60%を支払い得 るに過 ぎなかつ ・
たとい う所論で あ る。 然 し、本委員会が1800年以来 の 「交易条件 」 くTerms
oftrade)の動向 を調査 した所では、 上述の一事実 は余 りに強調 に過 ぎてい る
とい う結論に到達 した。先ず長期 間に亘って 交易条件 の変化 を測定 す る上には
統計学上に於 て幾 多の重大 な困難が存在す る。特 に、 貿易統計表 には反映 しな
い品質 の改善が あ り、 更に異 る国 々の製造品 と原料品 との問の交易条件の変化
に於 け る大幅 な且つ説明 されていない差異が存在 してい る。
疑 う余地 のない事実 は交易条件 の永続的変動 は か な り激 しい もので あ るとい
うこと、 しか もその変動 は1920年代か ら30年代にか けては 製造品生産国に有 利`f
で あつ た こと、 更 に近年に及んでは少 くと も若干 の製造品生産国には不利であ
つた とい うことで ある。
交易条件 の変動が原料品生産国 と製造品生産 国へ周期的叉は 永続 的に如何 な
る影響 を与 えるか とい うことについては 論者によ り必ず し も所説が一一致 をみな
いが、過去 を以て将来 を結論すべ き確実 な根拠 は存 しない と思われ る。
(7)原 料晶生産 國 と製造品生産國 との利害關係 の混合性
原料品生産国 もま た屡 々原料品 の消費国た る性格 を持つ と共 に、 合衆国、 か
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ナダの如 き最大製造品生産国 も原料品の最大輸出国の二重的性格を帯びている
ものである。 例えぼ、1952年に於ては、合衆国及び西ヨーロツパ諸国は420億
米 ドルの輸出を行つたが、 この中120億ドルは原料品で あり、しか も40億ドル
近 くが原料品生産国への原料品輸出で あつた。 他方、430億米 ドルの輸入額中、
140億ドルは製造品であ り、更に約35億ドルが原料品生産国よ りの輸入で占め ら
れていた。 合衆国は穀物、姻草、棉花、石炭及び石油の主要輸出国であり、そ
の輸出貿易の25%は原料品より成 る。 英国です ら、その輸出貿易は製造品に集
中 しているとはいえ、 その輸入は決して原料品にのみ特殊化 しているのではな
い。 英国は原料品の主要輸出国たるスター リング地域全体の所得に も深い利害
関係 を持っ ものである。更に、発展過程上の国々が あるが、これ らの諸国は将
来 に於ては 原料品 と製造品 の輸出入比率が均衡化す ることを待望 しているので
あるか ら、 「原料品生産国」乃至は 「製造品生産国一.1とい う慣例的表現を用い
てはいるが、特定国の利害関係の均衡 を決定することは決 して容易なことでは
ない。
(8)將 來 の 展 望
将来 を見透す ことは容易ではないが、'委員会は次の三つの前提の下に論述を
進めよ うとしている。
(a)商 品価格の不安定性はそれ自体 として 解消す ると考え られ る理由は見
出され得ない。 換言すれば、1929年以来の変動は次の諸特殊的原因L大 不況、
戦争及びその余波、 朝鮮事変一に基 くもので、(こ れ らの事態は再び発生す る
よ うには思われないが)こ れ らの ものがなければ、安定は容易に且つ自然的に
得 られるとい う見解は斥 けぎるを得ないとい う立場を委員会はとつている。 こ
のよ うな特殊的諸原因の影響は勿論疑いの余地はないが、 世界の商品市場は当
然考えられ るよ うな経済的衝撃によつて阻害され る場合は将来に於て も類似の
不安定 を示す傾向があるものとみなすべ きであり、 事実上、不安定を緩和す る
ため各国政府が協同的行動に出ない場合には不安定は増大す ることす らあ り得
よ う。
(b)貿 易の将来、 経済拡大の速度及び各国政府の政策を予測す る方法は存
在 しない。従つて、永続的交易条件が原料品生産国及び製造品生産国の何れに
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有利に転移す るか、 または平均的に見て戦後に於けると略々同一の状態に止 る
かは知 り得ないのである。 委員会 としてはこの問題 に対する次の両極端 の見解
を排 している。即ち、 一つは限 られた資源に対す る人間の要求の圧力のために
原料品生産国の交易条件は必 らずや改善 されるとい う見解であり、 他の一つは
原料品生産にはその性質上 「過剰生産」を促進す る諸力が潜在しているので原
料品生産国の交易条件は必ず悪化す るとい う見解である。 この不可知的態度 と
相並んで、 委員会 としては変化す る経済事情に弾力的に対応す る方策を講ずる
ことが特に必要と考 えている。
(c)然し、原料品生産国と製造品生産国との間のバーター交易条件(Barter
termsoftradeり,の相当永続的な変動は何れの方向にせよ発生す ることはな
いと考 えられるし、 若 し発生す るとすればこれは商品市場の短期的不安定を緩
和す るための国際的政策には無関連の事で あるとは考え られない。 仮に永続的
変動が原料品生産国に不利とすれば、 各国政府は原料資源を原料品生産部門か
ら製造品生産部門(役 務をも含み)へ の転換を促進きせ るよ うな安定化方策に
力点を注 ぐべきである。他方、 若 し交易条件上の長期的転移が原料品生産国に
有利な結果となる場合は、 各国政府は原料品生産の拡大を出来 るだけ助長す る.
安定化方策を強調すべ きであり、 出来れば最 も低い生産費の地域に於 ける生産
拡大が望ましい。 この場合にあつては、工業国は国際的安定化方策に特殊的且
つ本質的な利害関係 を持つ こととなるであろ う、 その理由は原料品市場の極端
な変動は生産拡大を必要とす るときには、 これを阻む重大な一要因 となること
な是認 されてい るか らである。
三 主 要 な 問 題 点
(1)商 品の不安定 と経濟的成長 との關係
原料品市場の激変が経済的に未開発段階にある原料品生産国の経済発展に如
何 なる影響を与 えるかとい う問題は 本委員会に対する研究課題の一つである。
外国資本が純粋な形で後進国に流入しない限 りは、、このよ うな国の経済発展は
その輸出所得に依存 しなければならないことは既に指摘した所であるが、 過去
に於てはこのよ うな外国資本の流入は経済発展に寄与す るほど大 きなものでは
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なかつた。更に この外資流入は高度に変動するものであるため、 導入による投
資化の利益を減少 させ ることとなり、 またその変動は輸出所得の変動 とほぼ一・
致 している。
以上とは異 る理由で、後進国は特に原料品市場の激 しい短期的不安定に損わ
れ易 く、従つて これが安定した経済的成長 を縮減す ることとなる。 例えば、原
料品市場のブームは後進国経済に強力なインフレ圧力を及ぼす傾向があり、 ま
た就申、 このよ うなインフレ圧力は消費財、時には奢修品の輸入を拡大 し、経
済的進歩に殆 ど寄与 しないか 全 く何等の寄与す らもしない投資を煽 る傾向を持
つ もので、 従つてこのよ うな投資はインフレーシヨンによつてゆがめ られた需
要構造の上に基礎 をお くこととなる。 たとい経済的進歩のために最優先的に行
う価値のある投資の計画がなされて もブーム状態が崩壊 して不振となつた輸出
市場に屈す る場合にはその計画の維持は不可能に陥 る。
逆説的ではあるが、後進国は彼等の輸出品に対す る外国需要が深刻に減退 し
ている時に屡々インフレーシヨンを経験す ることがある。 その理由は、政府の
収入は主として間接税 輸出税を含 む)に 依存しているが、 この収入は輸出所
.得の増加に伴つて増大す る。 この増大がその継続性に対す る憶測に基いて国家'
支出の膨脹に導 くこととなる。 これと反対 の場合は、国家収入は急減し一政治
的、社会的理由乃至は技術的理由す らによつて一それに比例する支出の削減が
困難となる。 その結果としての財政赤字は真実の貯蓄よ りの借入によつては避
けることは出来ない もので、 通例は中央銀行よりの借入を通じて行われる新通
貨の創造がその役を果す ものである。
後進国が原料生産市場の変動に対 して特 に弱点を持つているとい うのは、 も
う一つの意味での経済的後進性の結果によるものである。 小規模 な工業力を持
つ小農制の国は国内市場に対処す るため輸出品の生産か ら資源を転換すること
によるか、 又は国内生産を輸入品に代替す ることによつて輸出所得上の激しい・
下降的傾向に生産型を適合させ ることは容易ではない。 後進国の資源の多様性
は急激且つ広汎 な適合をさせ るには余 りに限 られている。 同様 に、 インフレ圧
力が上昇してい る時には、 輸出市場がブーム又はスランプ状態の何れの場合で
も、 新たに創造 された通貨は新規生産を刺激す るには比較的に効果がない もの・
'
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で ある。常に生産要素の不足があるもので、 即 ち衝進国の輸出所得が減退の場
合に調達し得ない生産設備とか、 国内で漸進的に発達す る技術の如 きそれであ
る。 終 りに、外国為替の使用が概略的予想に国家計画が依存 して い る場合 に
は、経済発展が国家計画を必要とす る度合に応じて、 激 しい予想し難い輸出市
場 の変動は主要な障碍 となることとなる。
後進国の原料品生産市場の激しい短期的変動に対す る特殊な弱点を強調 しす
ぎる弊に陥 る傾向があることは認めると同時に、 高度に工業化した国に於て も
食糧品及び原料品 の供給を専 ら外国に仰 ぎ、 外貨を豊富に使用し得ず、且つ資
源配分の弾力性 も限 られてい る場合にあつては、 原料品価格 の急 激 な変動 に
よつて深刻な影響を同様に受ける もので あ る。 他方、後 進 国 は屡 々大量 な
"Subsistenceproduction"を有す ることによつて、相当な額 の国民所得が世
堺 市場変動の影響にきらきれ ることは殆ど少いこととなる(尤 も、 天候の影響
をひどく受けることもあろ うが)。
原料品生産国と製造品生産国との間の価格関係の永続的変化は また開発を前
進すべ き経済的後進国の能力に明瞭 な関連を持つ ものである。 原則としては、
交易条件の悪化 は原料品生産以外の資源に転換す る刺激となるものであるが、
これ らの国々は この刺激に対 しては多くの反応を示す ものではない。 更に悪化
す る交易条件は実質所得の減少を意味するものであり、 従つて新資本形成に充
て るための生産的資源を減少す る傾向がみ られ る。
これに反して、 原料品生産国に対 して交易条件が改善 され ると後進国の実質
1所得は上昇 し、 か くして投資に充て られる資 源が 更 に増加する。 この点に於
て、 原料品 の価格騰貴よ り生ず る輸出所得の増加は他国よ りの贈与及び借款額
と等しい もので ある。 然 し交易条件の改善 による輸出所得の増加は可能性に止
るものであ り、 決 して経済開発の財源として自動的に充当されるべ きものでは
ない。輸出所得の増加は貨幣所得を増大す る一しか も、 この特別 な所得は、外
掴 よりの贈与及び借款 と異 り、新投資を生み出す ことが出来 るもので、 その結
果 として公共及び私的貯蓄を生ず る。 もしこの貯蓄が行われないとすれば、輸
入及び国産消費財に対する支出は増大し・国産消費財の支出増大は生産増抑を
もた らすよ りはむしろ物価騰貴を招来す る傾向を持つ ものである。
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(2)國 家間の経濟的依存關係
国際的諸政策は各国が協同的行動によつて最 もよく遂行 され る共通目的を持
ち且つこれを認識す ることによつて可能となる。 国家の繁栄のためには多 くの
決定要素が あるが、我 々の隣国の繁栄が我々の儀 牲 に於 て得 られる場合 もあ
る。 然 しこの事実を是認するとして も、世界全体が繁栄している時には、一国.
もよ り繁栄す るであろ うし、これに反して、 世界の一部に於ける経済的不振は
他の部分へ多面的な影響を及ぼす ものである。 この一般論はしばらくお くとし
て も、原料晶市場の過度の変動 を緩和する上に於て、 総ての国が持ち且つ認識'
すべき共通的利益 を特に強調す ることは必要であろ う。
先進工業国が原料品市場の激 しい変動を緩和す るために 原料品生産国と協謁
しよ うとするには特殊な理由が あるものと信ず る。 原料品輸入に極めて重大な
関係を持つ工業国は、 製造品価格に比 して原料品価格が急激に相当な上昇傾向ー
を辿る場合には深刻な諸困難に直面す る。 交易条件の変化は常にこれに伴つて
発生す る貿易量の変化との関連に於て評価 さるべきものである。 若 し原料品伍
格の下落が経済的後進国への輸出減退を生ず る場合には、 低廉な輸入価格の脊
利性は工業国の輸出産業部門に於ける失業によつて相殺 されるか も図 り難い。
この現象は経済的後進国が資源を輸出産業か ら国内産業へ急速に転換す るため
の高度な能力を持たない限 り発生す るで あろ う。 大多数の工業国に於 ては交易
条件の緩慢な永続的変化に直面 して も資源配分上の弾力性 を持 つ こ と もある
が、 交易条件の有利な転換が突然にしか も大幅に起 る場合にはこれは妥当しな
い。 特 にこのよ うな変動は通常に於て工業国の景気の一般的後退と関連 してい
るか らである。
次 の理由として挙げるべ きは、 原料品 と製造品 との間に急激な価格変動が発
生す る場合に、工業品生産国と原料品生産国との利害関係は屡々考 えられる程
にはひどく相反するものではないか らである。後進国 も全体 としては、原料品
輸入国で あり、 また製造品輸出国で もあるか ら、経済的発展が続 く限 りは、 こ
の輸出品 と輸入品 との多様化は増大する。 他方、工業国は全体的には多量の原一
料品を輸出し、 またこのよ うな輸出に依存 している地域と政治的又は金融的に
関連を持つ ものである。 更に、製造品価格が原料品価格に比 して急落す る場合
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は、 工業国の経済的後進国への援助及び資金貸付の能力 も減退す る傾向を生ず
るし、 原料品価格の急落は工業国の原料品生産国への投資の利潤率を必然的に
低下させ る。
終 りに、 原料品市場の過度な不安定は原料品生産を浪費化す るか或は需要闘
係が原料品生産の急速な拡大を必要 とするときに それを緩慢化するとい うこと
は工業国にとつては関心事であるに違いない。 原料品生産国がその所得に於て
激 しい短期的低下に陥 る場合には、 原料品生産国はその生産能力の維持が不能
とな り、生産拡充 と生産力増大 とが依存すべ き改善を行 うことが更に不能とな
る。 鉱産品生産部門に於ては、価格の一時的低落は屡々生産縮少を招 くことと
なる、 尤 も好況が需要不振にとつて代 る場合は生産の必要に迫 られ る。 これは
原料品に対する世界的需要の長 期 的 増大が ある場合には特に深刻化す る。 更
に、 激 しい市場不安定は好況時にあつてす ら原料品生産部門への新投資に対す
る阻害的要素として作用す るものである。
これを要す るに、経済的後進国のみな らず工業国 も、 原料品市場の全体的不
安定が緩和きれる場合には、 その実質所得及 び均衡的発展の意味に於て、より
繁栄す るであろ うことは疑いの余地がない。 残 る問題 は総ての国が この利害の
一致 を充分に認識す ることであ り、 これか得 られ るときは協同的行動の基礎が
確立せ られて、 この問題は次に適切な方策を選択す る問題 としての意味を持つ
であろ う。
(3)債 格墾動の態様
価格はそのBehaviOurに於て非 連続 性 を示す ときは不 安定 とみ な され
る一 即 ち 日々又は週毎 の急騰 落が これ に 外 な らない。 「過度の不安定 」
(excessiveinstabili七y)とい う概念を分析 して見 ると二つの部面を持つている
よ うに思われる一即ち(a)価格変動の動 きの方向に於 ける変化が頃繁なこと及
び、(b)変 動の振幅が大で あることの二つである。
価格変動の頻度 とその振幅の大 きさとを判断す る基準は部分的には他の価格
変動の態様によ り与 えられ る。か くて既に考究 したよ うに、原料品価格は国四
小売価格又は製造品価格全般の水準に対 して判断される場合に 高度に不安定 と
な るものである。 然し或 る主観的判断基準は、特に基礎的商品の生産及び消費
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の少か らぬ部分が安定と関連性のない多くの現象の発展の継続 を期待す ること
が出来 るとい う事実によつて与 えられ る。 換言すれば、生産力及び人口の増大
程度は通常に於ては漸進的及び連続的変化 を示す ものであ り、 収穫の変動は、
特 殊の国々には深刻 として も、 世界全体 としてはそれ程大 き くない こと もあ
り、更に消費は、それが所得の一函数である限 り、 年次的には徐々に変動す る
に過 ぎない。 それ故に、価格変動の望ましい結果は一従つて経済資源のよ りよ
い配分の促進一激 しい不安定なく 目的達成が可能になるべ きものと推測 され得
る。若 し価格が資源配分の僅少な変動をさせ るために年次的に15乃至20%の変
動が起 るべ きものとすれば、 望ましい資源配分を確保するこの方法の有効性に
ついて深い疑問が生ず ることとなろ う。何れにせ よ、大幅の価格変動は事実上
に於て資源配分の有用な目的を果してはいない ものである。
尤 もこれらの大幅の価格変動の発生には何等の神秘性 も存す る もので はな
く、それ らはインヴエン トリー(lnventory)の変動によつて発生す ることも
あろ う。 完成品に対す る僅少な需要低下は一時的に原料品購入を殆 ど全面的に
中止 させ ることもあるが、 これは蓋 し製造業者は彼等の在庫量を新生産水準に
適合す る所迄切 り下げるか らである。 一市場に於ける需要供給は生産及び消費
の基底に流れる連続的変動に殆ど関係がないか或は全 く無関係な気ま ぐれ的な
あらゆる種類の変動を示す ことがあり得 るもので、 その不安定が大なる程、商
品の在庫調節はそれだ け容易となるが、 他方、生産を新価格水準に調節 させ る
ことは一層困難とな る。
更に、 「期待」(Expectation)の影響はとか く価格の 「ねじれた」(perverse)
変動 を生じ易い。 価格が低落してい るときは、むしろ市場に出動して売人は価
格が更に低落す る以前に売 り急 ぐであろ うし、 これ と反対の場合は逆行動に出
るであろ う。 このよ うな価格の均衡は一時的にせよ不安定をもたらし、最初の
'
麗乱は次の動揺を引起す諸力を発生す ることとなる。
不安定を生起する諸影響力は資本財市場の若午地域に於ては異常な厳しさを
以て作用す る。 工業に於てはその設備の更新のために定期的に減価償却資金を
留 保す るであろ うが、 この更新の時期については選択が許 されてい る。この選
択 は増資が行われた場合 も同様である。 か くして、価格が下落してお り、続落
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が見込まれる場合に於ては、 重工業品への注丈は殆 ど皆無な点 まで減 退 す る
が、 これは発注延期が比較的容易であるとい う理由に基 く。 製造業者はその多
額 な固定費用に充当す るために注文獲得の希望か らして 景気不振の時にはかな
りの価格切下げを行 うこととな る。 好況時にあつては、工業の生産力はフルに
用い られ、その拡充は徐々に行われ る。「機械を作 るための機械」(Machines
-tomakemachines)の発注はそれ自ら機械製造工業の能力に対す る圧力の一
部 をなす ものであり、 注文殺倒は非弾力的な供給に突当つてかな りの価格騰貴
を招来することもあろ う。
我 々は価格不安定を示す傾向のある商品を二種に分別することが出来 る。 そ
の一つは貯蔵可能な原料品(穀 類 ・繊維 ・金属 ・石炭 ・石油 ・砂糖 ・姻草 ・ゴ
ム等)で あって、 これらは価格不安定を示す傾向があるが、尤 も生産及び最終
消費高の変化は漸進的で殆 ど継続的なものである。 この分類には、また価格と
数量に著 しい不安定を示す或 る生産財(船 舶 ・機関車。生産工場・重工業機械)
が含まれる。 他 の一つの種類には申間的 ・完成消費財、建築物等が属するが、
これ らは勿論、原料品価格の不安定に或 る程度影響 される。 然 し、少 くとも経
済的に発展 した国にあつては、 相当の価格安定を示す広範な且つ重要な商品部
門を区別することが出来 る。それ らには、所謂 「銘柄品」("Branded"goods)
(罐詰品及び包装品 ・葉巻 ・巻姻草 ・飲料品 ・或種の衣料品 ・家庭用品、 更に
銘柄で販売 され る小型の電気モーター又は 自動車のよ うな軽生 産財 が含 まれ
るりが属す るのである。
銘柄品の価格安定は 製造業者及び貿易業者の慎慮に主 として依 るものである
が、蓋 しこれは不完全競争市場の特質である価格変動に対する抵抗によつて 助
長 されるのである。 然 し価格安定は発展国の市場の一特質であるとい うことは
留意すべ きことであろ う。 後進国にあつては港に於ては安定価格で販売される
商 品でさえも最終販売地に於ては 高度の価格不安定が生ず ることがあり得 る。 亀
原料品の中では、農産品が特に価格不安定に悩まされる傾 向があるが、 これ
は予め以前に一数 ヵ月又は恐 らくは数年前一 なされた変更不能の生産決定に基
くものである。 一度植付けせ られると、収穫費用が償われる限 りは作物の収穣
が 行われ るもので、価格に対す る 「最低線」("floor')は極めて低い所に置か
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れている。 これに対 して鉱産品の生産は農産品に比 してよ り頻繁に且つ容易に
調節 され得 るものであ り、 またこのよ うな調節の原因となる価格低落 も通常少
い。他方、 鉱産品の消費は農産品に比 して一般的景気後退による影響を受ける
ことが大きい。
(4)安 定 の 封 象
安定の主要目標物は果して価格であろ うか。 この問題の分析に当つては種々
の可能性がある。
(a)価 格、 各国の輸出所得、各国の生産総価額、又は個別原料生産業者の
所得を安定すべ きであろ うか。
(b)貨 幣所得額乃至は実質所得額 を安定すべ きであろ うか。 若し後者であ
るとすれば、 製造業者の価格に対してか、国々が海外か ら輸入す る商品の価格
に対 してか、 或は個別生産業者の購入品の価格に対 してか。
(の 価格安定は商品個別的にすべ きか或は集群的にすべ きか。
(d)安定は総ての国を包括的にすべ き或は個別的にすべ きか。
以上は32に亙る主 要 な組合せ を生ず る もので あ るが、我 々は原生 産 者
(Originalproducers)、最終消費者又は使用者及び貿易国のそれぞれの観点に
立つての考察を試みる。 一原料品の個別生産者が実質所得の整然的上昇を欲す
る(乃至は当然欲す ることが期待 されよ う、のは、 まさに個別消費者又は最終
使用者が自己の実質購買力の上昇傾向を欲す ることと同じで ある。 輸出国はそ
の外国貿易に於て 必要輸入品を購入するための輸出の購買力の整然的増加に関
心を持つている。 時としては経済開発のために必要な生産財及び其他の財貨の
ために別途に保有 され る輸出所得剰余の持つ購買力の安定とい う更に限定され
た ことに関心を寄せ ることもある。
我 々の考察は原料品生産国の実質輸出所得、特 にその開発資金 との関係に於
メ
ての安定に最 も明瞭 な関連性を持つ ものである。 然 し各国政府は個 々の行動で
個別的生産者の所得及び消費者の購買力の安定を試みることが出来 るし、 また
これをしよ うとす る。 このよ うな行動は、市場に大 きな役割を持つ生産者又ば
消費者による国内的行動が有害な対外的敷果を及ぼさない限 りは、 商品の国際
的取引の安定とい う主要課題の一つ の有 用な補助 とみ なされ得 る。 か くして¥
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不良天候状態の危険を分担する収穫保険計画案乃至は世界市場の或部分か ら生
産者を絶縁す るための販売機関設立の如 きは有用な補助的行動とみなす ことが
出来 る。 他方、能率的生産者を不利に陥 らしめて非能率的生産者を維持せ しめ
よ うとす る保護計画案は疑惑の眼を以て眺め られねばな らない。 価格統制又は
補助金 の手段による消費者価格の大幅な変動を縮減することは、購入品の不安
定の縮減によ り生産国の利益となることであろ う。然 し、このよ うな行動が大
国によつてとられ る場合は好ましくない側面的敷果を伴 うことがある。
輸出所得は価格及び売渡数量 と共に変化するもので、特定商品の事情によつ
ては、 この変化に対処す る方策が異 る。か くして、何等の干渉がない限 り、世
界 の消費量は比較的に安定 しているであろ うし、 また資源の非能率的配分が行
われていない限 りは個 々の生産者 の販売高に影響するよ うな行動は望ましくな
いで あ ろ う。 ま た、頗 る困 難 なことではあるが、個々の生産者の販売高を世
界の総販売高の範囲内で自由に変動 させつつ、 世界の総販売高を安定させ るよ
うな計画 も可能性として存在す る。 更にこの安定計画は価格を統制 しつつ、個
々の生産者への販売高割当を行 うこともあろ う。 次に安定の目的は輸 出所得そ
れ自体にあることもあろ うが、 これは販売高の異常的増大が価格下落によつて
償 われるか らである。 尤 もこれを達成す るための方法を想像す ることは困難事
に属する。
国際交換に於 ける輸出所得の 「実質価値 」("Realvalue"りはまた輸入品価
格及 び当該国の輸入貿易の構成に依存す る。 商品協定の論議 に当つては、原料
品は製造品 と交換せ られること及び製造品の価格変動は問題にする程 には大で
はないこととい う二つの仮定に暗黙的に基 くことが屡々あるよ うに思われ る。
然し以上の何れか又は両者は妥当しない ものである。
この問題の其他の代 るべ き対策には次の如 きものが考 えられ る。
(a)輸 入品価格が変動す るときに商品価格を調節す る何等かの公式の価値
を認めること。
(b)製 造品又は半製品の或 る基本価格を統制すること。
(c)一 国の輸出入品間の相対的価格変動を相殺する特殊機構を立案す るこ
と。'
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以上、 我々は安定の目標を何れに求 むべきかについて論及 したのであるが、
我 々は頭初に規定したよ うに原料品と生産財 との間の価格関係に主 として関心
を持つ ものである限 り、 その主要な安定方策 も各個の商品群の価格に向けられ
るべきよ うに思われる。
(5)'商品債格の安定 と一般的安定 との關 賑
前項に於ては価格の形式 と行為の差異の若二F蛇びに 安定を最 も必要 とす るも
のについて考究 したのであるが、我々は更に角度を変えて次の聞題を提示 しよ
、
う。即 ち、一般商況 が特定市場 に及ぼす共通的影響が 特定商品 の特質 に比 して
重要性 に於て遙かに大で あ り得 ないで あろ うか。 事実上、原料品 には独 自の問
題 が あ るであろ うか、 乃至ば一般的 イン フレシヨーン及 びデ フレーシヨンへ の
対策 を提示す るのが 我 々の主 要課題 と考 え るべ きで あろ うか とい うこと これで
あ る。
この問題 は普通に見 られ る困難 な仕事 の一つで あるが、 そ の理 由は経 済上 の
諸問題 は頗 る深い相互関連性 を持つ もので あるか ら、 多 くの問題 の論究な くし
て は一つを論ず る こ と は至 難 で あるとい うことに外な らないか らで あ る。 他
方 、余 りに も広範に亙 る研究方法は皮相的な弊 に陥 るであろ うし、 また イン フ
レシ ヨー ンとデ フレニシ ョンの危険 に対す る多 くの対 内的及び対 外的方策は 我
々の意図 を明 らか に逸脱す ることとなる。我 々は「乗数的研究方法」("Multiple
approach")の有敷性 を確信す る者で あ る。我 々は単一商品 の協 定 のみで は、
世界的の インフレ的 又 はデ フレ的 変 動 に 充 分 耐 え得 ると考 える もので はない
が 、 一般 的安定方策 は特定商品に対す る特殊 な方策の援助 を必要 とす ると考 え
る。
(a)イ ンフレとデ フレは複 合的反作用 を発生 させ るもので あ り、 その反作
用 の うちには最初 の変動 を強化す るもの もあ り、 またそれ を弱化す る傾 向の も
の も見出 され る。 然 し、最初の1・2年間 に亙つては 強 化 的 傾 向 が 支配的で あ
り、 これが ために インフレとデ フレの中間道 を進む ことは頗 る困難 とな る。
(b)デ フレ的変動 が過度に進 む場合に於ては、 失業 と生産減退が発生す る
故 に、 これは特 に避 けるべ きことは一般 に正 しい もの と認 め られてい る。 その
結果 として政府 によつては継続的 インフレ圧 力 を含 む方 策 によつて 「完全雇
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用」("Fullemp10yment")の維持に努めることとなる。これは高い利潤率を
生み、 更にそれは賃金引上要求を刺激す る価格騰貴と合流す るものであるが、
労力不足の状態の下に於ては この要求は是認せざるを得なくなるであろ う。 か
くして最初の インフレの動 きは それ 自体 を拡 大 させ且つ永続 させ ることとな
り、 デフレを回避 しよ うとする努力は事実上に於て深刻且つ継続的 インフレを
招来す る結果 となる。
(G)政 府がデフレ的変動を制御することの無能力を危惧するあま りインフ
レ方策にとる誤謬をおかす場合は、 デフレを抑制す る有敷な安定方策によつて
この誤謬を最小限度に止めることは出来 るであろ う。 即ち、直 ちに行動 を と
り、 「自動的」に、 しか も種々の特殊な決意に依存することな く、原料品価格
及び生産財工業部門の価格水準乃至は活動の如 き経済組織の最重要点に向つて
行動をとるべ きである。
(d)か か る急速な行動的安定方策は、 急激な過度の行動よ りはむしろ頻繁
に且つ小規模の刺激を与えることによつて 経済制度 を統御するものであるが、
経済制度の特殊な歪みの除去 又は望ましい長期的調節を促進す る他の多 くの方
策によつてなほ補強 されることが必要である。
(6)商 品的部面 と貨幣的部面
一商品の価格を安定することは、 該商品の貨幣購買力を安定することに等し
い。 一国内にあつては、個 セの商品は貨幣が果すべ き職能である取引の全流通
量の一小部分に過ぎない ことも屡 々見 られ る所である。 国際取引上の価格安定
を考 える場合には、 貨幣的意味関連は売買両国の経済 との関連並びに右両国間
の取引との関連に於て眺め ることが出来 る。 国内的流通に於ては重要性を持た
ない一商品で もその国の外 国為 替収 入 に於て頗 る重要な もの もあり得 る。 然
し、従来は安定が単一商品によ り断片的に進む限 りに於ては、 国際的貨幣部面
す らも暗黙的に無視せ られ るのが通例であつた。
然 し商品の全集群を共に安定させ る場合にあつては上記の考 え方は最早認め
難い ものである。 蓋 しその理由は、25の最 も重要な国際貿易品 が 世界 貿易 の
3分の1を占めるものであり、 た といかか る安定のための行動が国内通貨政策に
対 しては影響を及ぼす ことは許されないとしても、 国際的通貨関係に対 しては
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深刻な影響 を与えるものであろ うか らに外な らない。 事実としては価格安定の
ための主要な行動は本来的には新通貨制度の創造を意味す るとい う点に於て論
議 の余地は存す るし、少 くとも多数の商品を包括する計画は特殊商品の貿易に
対す る干渉であると同じく、 通貨面への干渉を意味することは認めざるを得 な
いo
(7)救 濟行動のための道標
原料品市場の高度な不安定によつて醸生される重大な諸掩乱を国際社会か ら
除去す るためには、 国際的行動が必要であ り且つ望ましいとい うことに一致点
が見出されるとすれば、 問題はその救済方法の合理的選択 とい う段階に入るこ
ととなろ う。
とはいえ、 行動のかかる独特な型態及びその実施形態は頗 る多岐に亙るため
に客観的な一つの指導的原理を設定す ることは容易ではない。 従つて我 々は二
つの主要な問題に限定す ることとする。 先ず、救済方策は世界経済のよ り大な
る安定をもたらすのみならず、 国際社会が共通に持つ他の経済諸 目的に最小限
度に干渉すべ きものであるとい う仮定か ら出発して、 経済発展とい うことを他
の経済的 目標の申で最重要な ものとして選び出したのである。
経済発展の根基は多数存す るが、 世界を全体的に眺める場合は、経済発展 の
一条件は確かに生産資源の能率的配分に求め られるべ きであ り、 従つて この配
分を需給状態の根本的な長期的変化に対 して 可及的に急速且つ充分に適合 させ
ることを要する。 資源使用上に必要な変化 を指向し且つ刺激す るために他に代
るべ き方法がない限 りに於ては、 商品間の価格関係の長期的変動の作用を最高
度に発揮 させ るべ きであると我々は断言す る。
かか る理由に基いて、 原料品市場 の短期的不安定に対す る組織的干渉は長期
的価格変動 を崩壊することを避 くべ きである。 安定 させ るべ きは長期的価格変
動の周辺にある短期的変動でなければな らない。 この原理 を具現することが総
ての方策の主要な運用問題である。 尤 も、安定方策が根本的価格の変動全般へ
の波及を回避 し得 るかは疑問の余地があるとして も、 国際市場統制が欠如 して
い る場合に存在する長期的価格変動よ り離脱を最小限度に止め るべ きであるこ
とは不可欠 と考 えられる。 人間の持つ将来の見透 しはその能力に於て限 られて
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いるものであるか ら、 以上はこれを達成することが困難であろ う。然し、各国
政府が安定とい う目的の上に高度な価値を設定し、 か くして安定を犠牲にし、
相互を犠牲にする如 き目前の利益を顧みないとい う気構えになれば、 この困難
は克服可能なものと信ぜ られる。
以上の考究か らして、 商品価格の短期的安定方策を製造品価格に比 してより
一一層有利 な長期的価格水準に原料品を安定させ る方策と同時的に用いるか 或は
それに追随きせ ることを提案することは差控えるべ きで あろ う。 換言すれば、
問題点は、 原料品生産国の輸出純所得 を増大しか くしてその経済発展を助長す
るために、長期間に亙つて商品平均価格を特殊 な行動に訴えて引上げるべ きか
否かに存する。
我 々は 「援助1と 「貿易」とを混同すべ きではないことを確信す る。 若し援
助が先進諸国より後進諸国に与えられるとすれば一 しか もこれは総ての国の利
益 となるものと信ず るが一 これは貿易の流れ 又は価格の長期的趨向を阻害しな
い方法によつてなされ ることこそ望ましい。 これ らの価格の作用は基底にひそ
む需給状態の変化に反映し、 また世界の経済発展を最大限にとげさせ る生産資
源の配分を促進すべ きものである。
尤 もこの意味する所は市場価格を 「自然的」 乃至は不可侵 と考えるものでは
ない。 我々の考察す る商品価格の短期的変動はその結果として屡 々過度且つ有
害 なこともあるので、 市場価格を国際間の行動によつて規制す ることを勧告す
るもので ある。 また我々は現実 の市況の下に進展す る長期的価格の足取 りは今
日の動態世界の経済発展 を最大限ならしめる長期的価格変動 と全 く同一視 しよ
うとす るもので もない。 悲 しいかなごの同一性を存続す るためには、国内及び
国際市場に余りに も多くの国家的干渉が存する。 その上、今 日に於ては商品価
格は国家間の交渉によつて或程度決定されているもので、 この交渉過程 の結果
としての価格は必然的に当事国の交渉力を反映することとなる。 この事実は、
たとい経済的に非現実的な価格か ら生ず る有害な結果が 交渉の結果 を緩和せ し
め、またはかか る有害な結果が 国家の交渉力の完全行使を抑制す るとして も、
価格決定の中に長期的市場均衡の過程 とは本質的に無関係な一要素を導入する
龍至 ることは明らかである。
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我々は原料品価格の国家間の交渉の敷果について今一段と深 く検討の必要を
痛感せざるを得ない。 商品の過剰時と払底時とを併せ考えるとき、かか る交渉
に於ては後進国の交渉力が工業国のそれに比して劣弱な傾向があるとの臆測に
は強力な根拠が見出される。 この劣弱性が存在する第一の理由は経済的後進国,
は工業国に比 して多量の商品在庫を維持することが容易でない こと、 第二には
後進国は 《の輸 出品 に対 す る所得及び外国為替の収受を速かに必要とするこ
と、また次には彼等後進国は原料品市場の不安定に対する脆弱性の故に生ずる
国際的安定方策への利害関係が工業国に比 してより深いことである。 約言すれ
ば、これ らは彼等が経済的に後進性 を持つ とい うことに外ならない。 国際的安
定方策を広萢に採用す るとすれば 原料品価格が政府間の交渉によつて影響せ ら
れ る限度を必然的に増大すべ き(等ある。 後進国の交渉力が現実の交渉に於て工
業国のそれに劣る程度に比例 して、 工業国は商品安定協商の交渉上で後進国に
鋭い圧力を加えることとなる。 彼等工業国が この優越性を利用す るときは、経
済的後進国は不公正な不利益をこうむるのみな らず、 安定のために払 う代償が
余 りに も大であるとの結論に達せ ぎるを得ないであろ う。
他方、国際的商品安定が多数の原料品市場に拡大 される場合には、 工業国が
国際的商品安定が欠如 している場合の原料品価格を市場価格水準よ り若干引上
げよ うとす る価格政策に思いをいたす ことによつて、 この後進国の交渉力の劣
弱 きは多少とも相殺きれることもあろ う。 蓋 し、多 くの工業国は全体的に国内
消費者よりは国内原料生産者の圧力によ り多 く支 配せ られ るものであろ うか
ら。ま た多数の原料品全般に対する工業国の関心は原料品一般の相対的高価格
にある場合 も考 え得 られる。 工業国が原料品輸出国であ り く乃至は純輸入国と
して も)、多量の国内生産を有する場合にあつては、彼等の交渉 目標は相対的
に高い原料品市場価格に偏向す ることもあろ う。
前段の所説は、 一応首肯し得 る如 くではあるが、 これ らの仮説の承認乃至は.
不承認は現在の人間の知的段階に於ては決定 し難いことである。 また交渉力の
及 び交渉 目的上のこれ らの差異が運用上如何なる意義 を有するかを表現す るこ
とも不可能に属す る。 以上の特殊性を公正に評価す るための唯一の道は、かか一
る特殊性が現実の交渉場面に存在す る場合は、 常に総ての政府 が これ を感知
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し、 特 に も経済的先進国はその交渉力に於いて潜在的圧 力を利用 しない とい う
認識 を持つ ことに存す るとい うべ きで あ る。 換言すれば、工業国 は経済的後進
国を して かか る事実 の存在を否定 させ る利益 を知 らしめ るための聡明さを持つ
ことに外な らない。
